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 GPS とは 





に各４基以上、（2018 年時点で）全 32 基が運用されている。ただし、衛星数は保守・予備
の為に増減する。各衛星は、地球を約 12 時間で周回しており、地球の自転を加味すると同
じ地点に 23 時間 56 分周期で戻ってくる。また、GPS 衛星に組み込まれた高精度な時計は、
米国海軍天文台(USNO：United States Naval Observatory)が提供する協定世界時(UTC：






GPS 衛星から送られる信号を受信する機器（以下、受信機、GPS 受信機）。 
 
 座標系 
 本稿で扱う GPS データでは、緯度(𝑙𝑎𝑡：Latitude)や経度(𝑙𝑜𝑛：Longitude)、高さ(ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)
を用いて地球上の位置が記述されることがある。ここではまず、緯度・経度・高度の基準と
して国土地理院が採用している ITRF 座標系 GRS80 楕円体について述べる。その後、(𝑥, 𝑦, 𝑧)
座標表示と(𝑙𝑎𝑡, 𝑙𝑜𝑛, ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)座標表示のパラメータ変換方法についても簡単にまとめる。 
 
2.2.1. GRS80 楕円体（準拠楕円体） 
GRS80 楕円体は、地球の概形を表現した準拠楕円体（回転楕円体）の一種である。座標
を(𝑙𝑎𝑡, 𝑙𝑜𝑛, ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)で記述する際は、準拠楕円体を「高さ」の基準としている。日本では、
GRS80 楕円体を準拠楕円体として採用しており、その形は赤道半径𝑎と扁平率𝑓(= 1 − 𝑏/𝑎)
によって以下の様に定義されている（𝑏：極半径）。 
 
GRS80 楕円体の定義：赤道半径𝑎 = 6,378,137[m]、扁平率𝑓 = 1/298.257222101 
３ 
 
2.2.2. ITRF 座標系 
(𝑥, 𝑦, 𝑧)座標を扱う上で必要となるのが、中心座標O、𝑥軸、𝑦軸、𝑧軸の定義である。一般
的に、GPS を含む GNSS 測位で観測された値は WGS-84 座標系で表されることが多いが、
日本では ITRF 座標系を採用している。ただし、両座標系の違いは無視できる程小さく、実
用上の問題はない。以下に ITRF 座標系の定義を図示する。 
 
図2.2.2 ITRF 座標系の定義 
 
2.2.3. 座標系の変換 




まず、準拠楕円体上の任意点p(𝑙𝑎𝑡, 𝑙𝑜𝑛, 0)を(𝑥, 𝑦, 𝑧)表示した結果をp(𝑥′, 𝑦′, 𝑧′)と置く。こ
のとき、点p(𝑥′, 𝑦′, 𝑧′)の各成分は以下の様になる。 
 
𝑥′ = 𝑅𝑝𝑟𝑖 cos(𝑙𝑎𝑡) cos(𝑙𝑜𝑛) (2.2.3 − 1𝑎) 
𝑦′ = 𝑅𝑝𝑟𝑖 cos(𝑙𝑎𝑡) sin(𝑙𝑜𝑛) (2.2.3 − 1𝑏) 
𝑧′ = 𝑅𝑝𝑟𝑖(1 − 𝑓)
2 sin(𝑙𝑎𝑡) (2.2.3 − 1𝑐) 
 
ただし、 






ぞれ𝑛H⃗⃗⃗⃗  ⃗, 𝑛N⃗⃗⃗⃗  ⃗, 𝑛E⃗⃗ ⃗⃗ とすると 
𝑛H⃗⃗⃗⃗  ⃗ = (𝑛H𝑥 , 𝑛H𝑦 , 𝑛H𝑧) (2.2.3 − 2𝑎) 
∵  𝑛H𝑥 = cos(𝑙𝑎𝑡) cos(𝑙𝑜𝑛), 𝑛H𝑦 = cos(𝑙𝑎𝑡) sin(𝑙𝑜𝑛), 𝑛H𝑧 = sin(𝑙𝑎𝑡) 
𝑛N⃗⃗⃗⃗  ⃗ = (𝑛N𝑥 , 𝑛N𝑦, 𝑛N𝑧) (2.2.3 − 2𝑏) 
∵  𝑛N𝑥 = −sin(𝑙𝑎𝑡) cos(𝑙𝑜𝑛), 𝑛N𝑦 = −sin(𝑙𝑎𝑡) sin(𝑙𝑜𝑛), 𝑛N𝑧 = cos(𝑙𝑎𝑡) 
𝑛E⃗⃗ ⃗⃗ = (𝑛E𝑥 , 𝑛E𝑦 , 𝑛E𝑧) (2.2.3 − 2𝑐) 
∵  𝑛E𝑥 = −sin(𝑙𝑜𝑛), 𝑛E𝑦 = cos(𝑙𝑜𝑛), 𝑛E𝑧 = 0 
となる。 
 
(a) 高さ方向               (b) 北・東方向 
図2.2.3 単位ベクトル𝑛H⃗⃗⃗⃗  ⃗, 𝑛N⃗⃗⃗⃗  ⃗, 𝑛E⃗⃗ ⃗⃗  
 
さらに(𝑥, 𝑦, 𝑧) = (𝑥′, 𝑦′, 𝑧′) + ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡 ∙ 𝑛H⃗⃗⃗⃗  ⃗より、(𝑙𝑎𝑡, 𝑙𝑜𝑛, ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)表示から(𝑥, 𝑦, 𝑧)表示への変
換式は以下の様になる。 
 
𝑥 = (𝑅𝑝𝑟𝑖 + ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡) cos(𝑙𝑎𝑡) cos(𝑙𝑜𝑛) (2.2.3 − 3𝑎) 
𝑦 = (𝑅𝑝𝑟𝑖 + ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡) cos(𝑙𝑎𝑡) sin(𝑙𝑜𝑛) (2.2.3 − 3𝑏) 
𝑧 = {𝑅𝑝𝑟𝑖(1 − 𝑓)






















位では受信機座標と同期ずれの４パラメータ(𝑥, 𝑦, 𝑧, 𝑑𝑡)が未知数であり、これらを算出する
ためには 4 つ以上の GPS 衛星から信号を受信する必要がある。 
 
次に、先に述べた原理について数式を用いてまとめる。 
 まず、衛星時計と受信機時計の同期ずれが無い（𝑑𝑡 = 0）場合を考える。このとき、衛星
での送信時刻を𝑇𝑆、受信機での受信時刻を𝑇𝑂(> 𝑇𝑆)とすると、信号の伝搬時間𝑇は 
 





𝑇 = 𝑇𝑂 − 𝑇𝑆 + 𝑑𝑡 (2.3 − 2) 
 









𝑅′ = 𝑐 ∙ 𝑇 = 𝑅 + 𝛥 
∴ 𝑅 = 𝑐 ∙ (𝑇𝑂 − 𝑇𝑆 + 𝑑𝑡) − 𝛥 (2.3 − 3) 
 
真の距離𝑅は、信号に含まれる GPS 衛星の座標(𝑋, 𝑌, 𝑍)と受信機座標(𝑥, 𝑦, 𝑧)から 
 
𝑅 = √(𝑋 − 𝑥)2 + (𝑌 − 𝑦)2 + (𝑍 − 𝑧)2 (2.3 − 4) 
 
とも記述できる。よって、４つの未知数(𝑥, 𝑦, 𝑧, 𝑑𝑡)の間には 
 
𝑅′ − 𝛥 = √(𝑋 − 𝑥)2 + (𝑌 − 𝑦)2 + (𝑍 − 𝑧)2 





前述の通り、GPS 測位では４基以上の GPS 衛星から信号を受信する必要があり、４つの
未知数(𝑥, 𝑦, 𝑧, 𝑑𝑡)は式(2.3 − 5)の四元方程式を解くことによって算出できる。 
 
 測位誤差 























る為、GPS で利用されている２つの周波数帯（L1 帯と L2 帯）に異なる誤差を与える。 
 











 GPS 衛星は信号を GHz 帯の搬送波に載せて送信しており、その波長は 20cm 程度であ
る。一般に、位相は 100 分の 1 程度の精度で観測が可能である為、距離にして cm 以下の測
位精度を得ることができる。また、搬送波位相を用いた GPS 測位では、疑似距離を位相の
回転数𝐿(cycle)で表記することが多く、搬送波の波長を𝜆[m]とすると疑似距離𝑅′[m]は次式
(2.5.1 − 1)で得られる。 
 























′ + 𝛥𝑅′ =
𝜑0 + (𝛥𝜑 + 2𝜋𝑁)
2𝜋
∙ 𝜆 + 𝑈 
∴  𝛥𝑅′ = (
𝛥𝜑
2𝜋
+ 𝑁) ∙ 𝜆 (2.5.1 − 3) 
 
























𝜒 = 𝐿1 ∙ 𝜆𝐿1 − 𝐿2 ∙ 𝜆𝐿2 (2.5.2) 
 
ただし、 
𝐿1(cycle)：L1 帯搬送波位相回転数、𝐿2(cycle)：L2 帯搬送波位相回転数 
𝜆𝐿1[m]：L1 帯搬送波波長、𝜆𝐿2[m]：L2 帯搬送波波長 
















(a) サイクルスリップ無         (b) サイクルスリップ有 
図2.5.2 参照値𝜒及び𝜒の二階微分値（𝜒′′）によるサイクルスリップ検出 

















また、不確定要素は L1 帯と L2 帯でそれぞれ𝑈𝐿1, 𝑈𝐿2と置くことができ、搬送波位相から
算出される TEC 波形の初期値は２つの不確定要素の差𝑈𝐿1 −𝑈𝐿2によって与えられる。この





用した場合とで、TEC 導出式(3.2.2 − 12)に従って算出される TEC（以下、位相 TEC とコ
ード TEC）を比較したグラフを示した。 
同図(a)に示した期間中で TEC の値がプロットされている時間帯は GPS 衛星が受信機上
空に表れていた期間であり、観測が途切れることで位相 TEC の値が大きく変動しているこ
とが分かる。また同図(b)と(c)は、各 TEC の縦軸を左右分けてプロットした拡大図であり、
両 TEC とも同じ変化をしていることが分かる。このことから、位相 TEC の波形は初期値
が不確定であり、扱う際には補正が必要である。 
 






(b) 位相 TEC とコード TEC の比較（拡大図１） 
 
(c) 位相 TEC とコード TEC の比較（拡大図２） 
図 2.5.3 搬送波位相を用いた高精度測位における不確定要素(Rec. GNSS3022, Sat. 23) 
 
 以上の様に、搬送波位相を用いた測位データには不確定要素が含まれており、TEC の算





 GEONET とは、GNSS Earth Observation Network System の略であり、国土地理院が日











が示す様に、電離層は高度の低い方から順に D 層、E 層、F1 層、F2 層の 4 つに分けられ
る。また、夜間は D 層が消滅し、F1 層と F2 層は一つの F 層を形成するようになる。 
 
図 3.1-1 高度に対する電子及び中性粒子の密度分布(情報通信研究機構)[9] 
 










3.2.1. TEC 定義 
TEC(Total Electron Content)とは、GPS 衛星から受信機までの電波伝搬経路（パス）に
沿った断面積1.0 [m2]の円筒に含まれる総電子数を表す値で STEC(Slant TEC)とも呼ばれ
る。また、その定義から 
 
𝑇𝐸𝐶 = ∫𝑁𝑑𝑆 𝑑𝐿|
𝑆=1
= ∫𝑁𝑑 𝑑𝐿 (3.2.1) 
 
と表現できる。ただし、𝑁𝑑 [e m
3⁄ ]は電子密度、𝐿 [m]は伝搬距離、𝑆 = 1.0[m2]は円筒の断面
積であり、単位は[TECU] = 1016[e]として扱う。この時、𝑆 = 1.0 [m2]の存在を考慮せずに
TEC の単位を[TECU] = 1016[e/m2]としても値は同じだが、TEC の日本語訳が“全電子数”で






図3.2.1 TEC のイメージ図 
１５ 
 
3.2.2. TEC 導出 





























また、𝜔 < 𝜔𝑝の電波はプラズマ中では遮断されて伝搬できない。 
 
GPS 測位では GHz 帯の周波数を使用する為、式(3.2.2 − 1)を高周波近似して扱うことが
できる。そこで、𝑌 ≈ 0 (∵ 𝜔 ≈ 109 [rad s⁄ ], 𝜔𝐻 ≈ 10
6 [rad/s])とすると、屈折率𝑛は 
 

























(3.2.2 − 3) 










































































∴ 𝑛𝑔 ≈ 1 + 40.3
𝑁𝑑
𝑓2
(3.2.2 − 6) 
 
となる。ただし、 
素電荷𝑒 = 1.602 × 10−19[C]、電子の静止質量𝑚 = 9.11 × 10−31[kg]、 
真空中の誘電率𝜀0 = 8.85 × 10
−12[F/m]、搬送波の角周波数𝜔 = 2𝜋𝑓[rad/s] 
とした。 
 
次に、求めた群屈折率𝑛𝑔を用いて、電離層遅延誤差と𝑇𝐸𝐶(= ∫𝑁𝑑 𝑑𝐿)の関係式を導く。 
まず電波の伝搬時間𝑇は、一般的に伝搬速度𝑣と反比例の関係にあり、微小伝搬距離𝑑𝐿の



















∫(𝑛 − 1) 𝑑𝐿
 
∴  𝑇𝑖𝑜𝑛𝑜 = ±40.3
1
𝑐𝑓2































𝑅′(L1) = 𝑅 + 𝐷𝑎𝑡𝑚𝑜 +𝐷𝑖𝑜𝑛𝑜(L1) 
= 𝑅 + 𝐷𝑎𝑡𝑚𝑜 ± 40.3
𝑇𝐸𝐶
𝑓L1
2 (3.2.2 − 10) 
𝑅′(L2) = 𝑅 + 𝐷𝑎𝑡𝑚𝑜 +𝐷𝑖𝑜𝑛𝑜(L2) 
= 𝑅 + 𝐷𝑎𝑡𝑚𝑜 ± 40.3
𝑇𝐸𝐶
𝑓L2
2 (3.2.2 − 11) 
 
となる。ただし、 
L1 帯周波数𝑓L1 = 1.57542 × 10
9[Hz]、L2 帯周波数𝑓L2 = 1.2276 × 10
9[Hz] 
であり、複号は式(3.2.2 − 7)と同意である。 
 
























3.3.1. VTEC 定義 
 VTEC(Vertical TEC)は、(S)TEC を鉛直方向に換算した値である。故に、GPS 波の送信
点と受信点から決まる電波の電離層入射角を𝜑[rad]とすると、𝑉𝑇𝐸𝐶と𝑇𝐸𝐶の関係式は 
 




3.3.2. VTEC 導出 
式(3.3.1)における角𝜑を求める方法は複数あり、信号の電離層入射点pにおける高さベク
































√|rs⃗⃗  ⃗ ∙ 𝑛N⃗⃗⃗⃗  ⃗(r)|2 + |rs⃗⃗  ⃗ ∙ 𝑛E⃗⃗ ⃗⃗ (r)|2
|rs⃗⃗  ⃗|
(3.3.2 − 2) 
 
となる。ただし、𝑛N⃗⃗⃗⃗  ⃗(r)および𝑛E⃗⃗ ⃗⃗ (r)はそれぞれ受信点rにおける北および東方向の単位ベクト
ルであり、いずれも式(2.2.3 − 2)によって既に示されている。さらに角𝜃の別解として、受




式(3.3.1)によって VTEC は求まる。 
 
3.3.3. VTEC 概算値 
VTEC は、電離層の厚さ𝑙と電離層での平均電子密度𝑁𝑑を既知とすれば、その物理的意味
から概算を行うことができる。電離層の厚さは季節や時間帯によっても異なるが、特に
VTEC への寄与率が高い F2 層の厚さを用いると、𝑙 = 2.0 × 105 ~ 3.0 × 105 [m]と置ける。
















 GPS 波観測データを用いて TEC 及び VTEC を算出する場合、GPS 衛星および受信機に
固有のオフセット誤差が発生していることを考慮する必要がある。 
図 3.4 では、ある受信局において受信機の交換が実施された日の前日と翌日について、同
様に式(4.1.2 − 12)に従って算出された TEC のグラフを示す。同図(a)(b)の比較から、受信
機の交換に伴って TEC 波形が平行移動していることは明らかであり、TEC 波形に含まれ
ている受信機オフセットの影響が確認できる。同様に、GPS 衛星による機器オフセットも
存在し、TEC 及び VTEC の算出を行う際に考慮する必要がある。 
 
(a) 受信機交換の前日            (b) 受信機交換の翌日 










表4.1 利用した GPS データファイル 
ファイルの種類 データ概要（✓は利用データ） 




✓ 衛星位置座標 (𝑥, 𝑦, 𝑧) 
衛星時計誤差 (𝑑𝑡) 




yy：観測日の西暦下 2 桁 
?：セッション番号 
✓ 観測日時 
✓ L1 帯搬送波位相回転数 (𝐿1) 
✓ L1 帯コード疑似距離 (𝐶1) 
✓ L2 帯搬送波位相回転数 (𝐿2) 




 sssss(s)：観測局番号（5 or 6 桁） 
 yy：観測日の西暦下 2 桁 
✓ 観測日時 
✓ 受信機座標 (𝑥, 𝑦, 𝑧) 
✓ 受信機座標 (𝑙𝑎𝑡, 𝑙𝑜𝑛, ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡) 
 
 また、データ取得は GEONET（日本全国の約 1300 箇所に設置した GPS 受信機網）の全
受信局での観測値を利用可能ではあるが、本稿では日本全体を網羅する様に 185 地点を選











図 4.1-1 本稿で利用した GPS 受信局 
 
 (a) コード TEC 波形と移動平均波形 
 
(b) コード TEC 波形における移動平均値からの残差の二乗とパスの仰角 




 3.4.で示した様に、GPS 測位データから VTEC を算出する場合には観測機器オフセット
の影響を考慮する必要がある。以下の式はオフセットを考慮した VTEC と GPS 観測値との
関係式である。 
 













∠𝜑：GPS 波の電離層入射角、𝐵𝑟, 𝐵𝑠[TECU]：受信機及び GPS 衛星に固有のオフセット誤差、 
𝑅′(L1), 𝑅′(L2)[m]：L1 帯及び L2 帯における疑似距離、 
𝑓L1 = 1.57542 × 10
9[Hz], 𝑓L2 = 1.2276 × 10















sec𝜑𝑑 ∙ 𝑉𝑇𝐸𝐶𝑖 + 𝐵𝑟𝑗 +𝐵𝑠𝑘 = 𝑆𝑑 (4.2.1) 
 
 ただし、右辺𝑆の添え字𝑑は各連立式の割り当て番号である。連立式(4.2.1)で扱う未知数の














P − Q間の距離𝐿が近いほど観測される VTEC の値は一致し易く、遠いほど VTEC
の値に差が生じ易い 
 

























 まず、本稿で解く連立方程式を行列の形で式(4.2.3 − 1)に示し、式(4.2.3 − 2)では両辺の
残差の二乗和𝜎2を示す。 
 





























































































一方重み付けでは、同じく条件Ⅲから、点P − Q間の距離𝑑𝑖𝑠𝑡[m]が大きいほど VTEC の値
に差が生じやすいことに配慮し、仮の重み𝑤′を次式(4.2.3 − 3)の様に定義する。同式では、
𝑤′ − 𝑑𝑖𝑠𝑡間の関係は平均値𝜇 = 0、標準偏差𝜎 = 105の正規分布（下図 4.2.3-1）の形を取る。 
 
𝑤′ = exp(−5 × 10−11 × 𝑑𝑖𝑠𝑡2) (4.2.3 − 3) 
 









(4.2.3 − 4) 
 
下図 4.2.3-2 に、機器オフセットを考慮する前と後の VTEC 波形の比較を示す。 
 
図 4.2.3-2 機器オフセットの考慮有無による VTEC の波形比較(Rec.GNSS3022, Sat.18) 
２７ 
 
 VTEC 算出 
 4.2 では、GPS 観測データから構成される連立方程式を解くことで観測機器オフセットを
推定できることを示した。ただし、本オフセット推定手法の適用条件として、電離層高度に
任意で置いた点Pの近傍に位置する受信機のみをオフセット推定対象受信機とした。本稿で
は、日本全国に設置された受信機のオフセットを得る為、以下の図 4.3-1 に示した 6 点それ
ぞれを基準点として同様のオフセット推定手法を適用した。 
 












図 4.3-1 観測機器オフセット推定ための基準点 6 点 
 
以下に、複数の観測機器オフセット推定結果を本手法によって平均化し、式(4.2)から算
出された VTEC のカラーマップを図 4.3-2 として示す。 
２８ 
 
図 4.3-2 VTEC カラーマップ 
 
 VTEC 微分値算出 
 ここでは、VTEC の時間的変動を観測する為の VTEC 微分値算出方法についてまとめる。 
まず、先の図 4.2.3-2 に青色の実線で示した VTEC 波形を単純に微分した（単位時間前の
値との差分）値を“VTEC 微分値”とし、複数の受信機観測データから算出される“VTEC 微
分値”をカラーマップとしたものを図 4.4-1 に示す。 
 
図 4.4-1 VTEC 微分値カラーマップ 
２９ 
 
 図 4.4-1 では、円で囲んだ領域において「VTEC 増加」を表す赤い点と「VTEC 減少」を
表す青い点が混在してしまっている事が確認できる。これは、“電離層電子密度の空間的傾
き”と GPS 衛星が移動することによる“VTEC 観測パスのずれ”に起因した現象である。本稿
では、これらを“VTEC 微分値の空間変動成分”としており、以下の図 4.4-2 がそのイメージ
である。 
 
図 4.4-2 VTEC 微分値の空間変動成分 
 
 3.2.1 でも示した様に、観測される VTEC は GPS 測位信号のパスに沿った総電子数であ
る。図 4.4-2 の様に電離層電子密度が空間的な傾きを持つ領域では、GPS 衛星が移動する
ことによって VTEC 観測点が移動し、結果的に VTEC の値が変化してしまうことが想定さ
れる。故に、図 4.2.3-2 の VTEC 波形を単純に微分した場合、時間変動成分と空間変動成分
の両方が含まれており、これをプロットした図 4.4-1 の VTEC 微分値カラーマップにもそ
の影響が表れていた。 
 
以下では、空間変動成分を考慮した VTEC 微分値を算出する方法についてまとめる。 
 
まず図 4.2.3-2 の様な VTEC 波形について、2 つの時刻𝑡0, 𝑡1(> 𝑡0)における VTEC の値
を𝑉𝑇𝐸𝐶𝑡0, 𝑉𝑇𝐸𝐶𝑡1とし、また両時刻における VTEC 観測点（パスの電離層入射点）の経緯度
座標を(𝑙𝑎𝑡𝑡0, 𝑙𝑜𝑛𝑡0), (𝑙𝑎𝑡𝑡1, 𝑙𝑜𝑛𝑡1)と置く。このとき、VTEC の空間的傾きを緯度・経度方向
に𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑎𝑡⁄ , 𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑜𝑛⁄ とすると、各観測値の関係は次式(4.4 − 1)の様に書ける。 
 









(4.4 − 1) 
∵  𝑑𝑡 = 𝑡1 − 𝑡0，𝑑𝑙𝑎𝑡 = 𝑙𝑎𝑡𝑡1 − 𝑙𝑎𝑡𝑡0，𝑑𝑙𝑜𝑛 = 𝑙𝑜𝑛𝑡1 − 𝑙𝑜𝑛𝑡0 
 
ただし、𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑡⁄ は VTEC の時間変動成分であり、最終的に求める値である。 
３０ 
 
本稿では、式(4.4 − 1)における右辺第３項以降を考慮する為、先に VTEC の空間的傾き
𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑎𝑡⁄ , 𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑜𝑛⁄ を求めて既知数としておく。その後改めて、式(4.4 − 1)から VTEC
の時間微分値𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑡⁄ を算出する。なお、ある時刻を対象として𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑎𝑡⁄ , 𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑜𝑛⁄
を求める際には、対象時刻での観測値のみを利用する為、式(4.4 − 1)における時間変動項（右
辺第 2 項）を無視できる。さらに、VTEC の空間的傾きは観測地点ごとに異なる為、本稿で
は日本周辺地域を経緯度方向に 2 度間隔で分割し、各領域について傾きを求めた。 
以下の式(4.4 − 2)は、ある点O(𝑙𝑎𝑡𝑂, 𝑙𝑜𝑛𝑂)での VTEC の値を𝑉𝑇𝐸𝐶𝑂、点O周辺での VTEC
の空間的傾きを𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑎𝑡⁄ |𝑂, 𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑜𝑛⁄ |𝑂とした場合に点Q(𝑙𝑎𝑡𝑄, 𝑙𝑜𝑛𝑄)で観測された
VTEC の値𝑉𝑇𝐸𝐶𝑄について記述した式である。 
 










(4.4 − 2) 
∵  𝑑𝑙𝑎𝑡 = 𝑙𝑎𝑡𝑄 − 𝑙𝑎𝑡𝑂，𝑑𝑙𝑜𝑛 = 𝑙𝑜𝑛𝑄 − 𝑙𝑜𝑛𝑂 
 
本稿ではここで、VTEC の傾きを一定と見なす範囲を「半径 200 ㎞の円内」と仮定した。
すなわち、式(4.4 − 2)は点Oから半径 200 ㎞の円内に信号パスを持つ観測データに対して適
用でき、それらの連立方程式を最小二乗法によって解くことで点O周辺での VTEC の空間
的傾きが得られると考えた。ただし、最小二乗法を用いた直線近似の精度を保つため、同円
内におけるパスが 20 本以下の場合は解析対象外とした。 
以上の方法で算出された VTEC 微分値カラーマップを図 4.4-3 に示す。先の図 4.4-1 と
比較すると、円で囲まれた領域での微分値のばらつきが明らかに低減されている。 
 














図 5.1-1 東北地方太平洋沖地震の前後における VTEC 波形(Rec. GNSS3022, Sat. 15) 
 




さらに本稿では、先述の VTEC 微分値における空間変動成分を考慮して、VTEC 微分値
カラーマップを下図 5.1-2 の様にプロットした。プロットした時刻は、上図 5.1-1 の VTEC
波形で傾きが変化していた 14 時(JST)頃から前後 15 分と 30 分である。また、黒丸で囲ん




(a) 本震発生 76 分前               (b) 本震発生 61 分前 
(c) 本震発生 31 分前               (d) 本震発生 16 分前 










 次に、地震発生後に観測された電離層の異常現象について解析結果を示す。図 5.2 は、地
震発生頃から 5 分間隔でプロットした VTEC 微分値カラーマップである。同図では、地震






























(c) 本震発生 9 分後               (d) 本震発生 14 分後 








また、VTEC の急激な減少から約 2 時間後の 17 時には、波形の揺れが収まると共に値
が極大値を示している。さらに、電離層における擾乱発生時刻から 17 時までの約 2 時間
を除いて波形を見たとき、値がほぼ連続的に推移している様子から、図 5.1-1 の VTEC 波
形と地震との関連性について以下の二つの可能性が言える。 
 
・VTEC 波形は、地震発生前から電離層の擾乱発生時刻（地震発生の 9 分後）まで通常時
と変わらない変化を示しており、約 2 時間に渡る地震由来の擾乱の後に再び通常時の波
形に復帰した。 




 5.1 における図 5.2-2 の結果について、VTEC の増加傾向は震源周辺以外にも複数観測さ
れており、地震由来の VTEC 増加を裏付ける結果は得られなかった。ただし、図 5.2-2 の




5.2 の図 5.2 の結果について、地震由来の電離層擾乱は地震発生から約 10 分後に確認さ
れた。仮に地震由来の大気の揺れが伝わる速さが音速と等しいと考えると、気温 0℃の通
常大気中での音速が約331[m/s]であることから、9 分間では約 179[km]伝搬することにな
る。また、高度 180 ㎞付近は図 3.1-1 で示した電子の密度分布で F1 層に該当し、F2 層ほ
どではないが高い電子密度を保持していることが分かる。これらのことから、本稿で扱っ












また、本稿における VTEC 微分値算出方法に基づき得られた図 5.2 のカラーマップでは、
地震発生後の電離層の揺れを観測することができた。ただし、地震発生の影響が観測される
までの時間は約 9 分であり、これは想定していた時間よりも 6 分ほど早かった。この原因
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 地震発生後の電離層の擾乱の広がりを付図 1 と付図 2 に示す。 
(a) 本震発生 10 分後               (b) 本震発生 11 分後 
(c) 本震発生 12 分後               (d) 本震発生 13 分後 







(a) 本震発生 44 分後              (b) 本震発生 74 分後 
(c) 本震発生 104 分後              (d) 本震発生 134 分後 
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